
組織経営評価（ＢＳＣ）の活用 
 
 
 

兵庫県姫路市     

人口：532,584 人 
面積：534.27 ㎢ 

 
 
 

取組の概要 

各組織のビジョンと戦略を明確にし、顧客、コスト財務、プロセス、組織・人材の

4 つの視点から組織の業務をバランスと因果性を持って多面的に捉え、戦略の展開を

行いながら組織の目標達成を図る BSC（バランススコアカード）を活用した組織経営

評価による組織マネジメントを行っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
取組の紹介 

1 取組の背景 

・ 行政経営型の行財政運営への転換を図り、市民サービスや行政活動の費用対効果を

高め、より市民本位のサービスを提供していくため、「組織経営評価」と「事務事業評

価」の２本立ての行政評価システムを構築した。 
・ 組織経営評価も行うようにしたのは、従来型の事務事業評価だけでは、「対象になら

ない多くの組織がある」「組織のミッション・ビジョンと施策・事務の連動の必要性」

などの課題があるとともに、マネジメントのサイクルを具体に組み込んだ仕組みが必

要と考えたからである。 

・ また、組織経営評価の構築に当たっては、できるだけ数値化した組織目標（チャレ

ンジ目標）を設定し、それに対する貢献度や実績によって事業や業務を評価し、改善・

見直しを図るとともに、組織の活性化度合い、人材育成、業務の効率化などを評価の

視点に加えるという考えのもと、民間経営において採用されつつあるバランススコア

カード（ＢＳＣ）手法を採用した。 
 

※ ＢＳＣ手法・・・「顧客の視点」（市民の満足度向上）、「財務の視点」（コスト削

減）、「プロセスの視点」（しごとのやり方の見直し）、「組織・

人材の視点」（職員の人材育成や組織の活性化）の 4 つの視点

で経営改善を図っていく方法 
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2 取組の具体的内容

・ 毎年度始めに、組織経営評価シート（ＢＳＣ）を作成し、そのシートを基に各局、

課の運営を行う。 
・ 年度終了後、4 つの視点ごとに設定した評価指標ごとに成果をスコア化して、1 年間

の活動に関する評価を 5 段階（Ａ～Ｅ）で行う。 
・ 併せて、前年度に行った改善実績についても必ず報告する。 
・ このように年間を通じて、ＰＤＣＡのサイクルを回しながら組織の経営力向上を図

っている。 
・ また、事務事業評価は基本的に別サイクルであるが、組織経営評価において抽出し

た事務について評価する形での連動もできるものとなっている。（年間スケジュール、

組織経営評価シートについては以下のとおり） 
・ なお、平成 18 年度からは、局単位での自律的戦略的マネジメントシステムの推進の

観点から、各課で組織経営の実績について目標達成度等の観点から一次評価を行った

後、各局（長）が二次評価（以前は、行政評価担当課が二次評価を実施）を行うよう

にした。 
・ また、平成 18 年度から始まった局目標管理制度（※）の連携も行っており、いわば

全ての階層に共有化される「組織レベルでの目標管理制度」でもある。 
 

※ 目標管理制度とは 
    市民ニーズに迅速かつ的確に対応するためには、各局が主体的かつ自律的に施策

に取り組む姿勢を一層強化し、主要施策等の推進目標を明確にする必要があると考

え、年度当初に各局の当該年度の目標を定め、その目標の達成状況を評価すること

にしたもの。 
なお、目標設定時と達成状況評価時（中間・期末）には、市長と面談を行ってお

り、その評価内容については、各局長の勤勉手当に反映している。 
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 【組織経営評価（行政評価システム）年間スケジュール】 

 
 【組織経営評価シート】 
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3 取組の効果

・ 職員の意識改革（目標の共有化など） 
・ 業務改善への取組みによる成果の向上 
・ 平成 17 年度の組織経営による経費節減等の効果額は、「宅地分譲における住宅メー

カーとの提携による広告宣伝費の低減」、「下水道設備における除塵機の設備簡素化に

よる工事費の削減」など合計約 1 億 6 千 9 百万円であった。 
 
4 取組中の課題・問題点

・ 組織経営評価を含めた行政評価システムの浸透 
→ 平成 18 年度には、行政評価システムの仕組み及び行政経営の考え方を職員一人ひ

とりが理解し実行していくことを目的として行政評価システム手帳を全職員に配布

したが、一部には担当者だけの仕事という風潮が残っている。このため、助役・局

長級で組織する行政評価システム推進本部での取組み総括や指示、管理職層を含め

た研修の継続的な実施により、課題の解決に取り組んでいるところである。 
 
5 住民の反応・評価

・ 先進的な取組みについての評価は高いが、全庁的な浸透度等について不十分ではな

いかという指摘もある。 
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6 今後の課題

・ 人事制度との連携（目標管理制度との構築と連携） 
→ 平成 18 年度から始まった局目標管理制度を部長、課長レベルまで広げていく際に、

組織経営評価をどのように活用していくかという点が今後の課題である。 
 ・ 外部評価の導入 

→ 現在の評価体制は市役所内部だけで行われているため、今後は市民や有識者等、

第三者の立場から客観的に評価することが課題である。 
 
（参考）当該取組内容の関連ホームページ

http://www.city.himeji.hyogo.jp/keiei/gyouseihyouka/toppe-ji.html         
 
 

担当部署：行政システム改革室 
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